
 

令和７年度保安統括者(鉱業権者)会議 議事次第 

 

日時：令和７年４月２２日（火）１３時３０分～ 

 

 

１．挨  拶   

中国四国産業保安監督部四国支部長 

２．議  題 

（１）四国管内鉱山保安状況について 

 

（２）第１４次鉱業労働災害防止計画について 

 

（３）特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針（６次） 

について 

 

（４）令和７年度鉱山保安監督指導について 

 

（５）その他 

・鉱山保安マネジメントシステムに関する一部見直しについて 

・デジタル原則を踏まえた鉱山保安法等の運用に係る解釈の明確化等に 

ついて 

・鉱山における発破作業時の落雷による災害発生防止について 

・保安図の提出について 

            ほか   



 

令和７年度 保安統括者(鉱業権者)会議 配布資料一覧 
 

 

資料１ 四国管内鉱山保安状況について 

 

資料２ 第１４次鉱業労働災害防止計画について 

 

資料３ 特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針（第６次）について 

 

資料４  令和７年度鉱山保安監督指導について 

 

参考資料４－１ 令和６年度鉱山保安監督指導結果とその評価 

 

参考資料４－２ 令和６年度検査概要の内容 

          

参考資料４－３ 「鉱山保安監督指導について」前年度との対比表 

 

資料５ 鉱山保安マネジメントシステムに関する一部見直しについて 

 

参考資料５－１ 「鉱山保安マネジメントシステム」の導入・運用の深化に向けた手

引書 

 

参考資料５－２ 鉱山保安マネジメントシステムの導入・運用の深化のためのガイド

ブック 

 

資料６ デジタル原則を踏まえた鉱山保安法等の運用に係る解釈の明確化等について 

      

資料７ 鉱山における発破作業時の落雷による災害発生防止について 

 

資料８ 保安図の提出について 

 

その他 参考資料編 

 

 

 

＜アンケート用紙＞ ご協力をお願いいたします。 

 



四国管内鉱山保安状況について

資料１

中国四国産業保安監督部四国支部 鉱山保安課

令和７年４月





月日 鉱種 罹災程度 災害の種類 概要

1/26 石灰石 罹災者
なし

発破又は
火薬類
（飛石）

発破を実施したところ飛石が発生し、水平距離で約１３０ｍ離
れた場所に駐車していたホイールローダ3台と穿孔機1台に当たり、ホ
イールローダと穿孔機のガラス等を破損した。
ホイールローダの周辺には最大２０ｃｍ径の飛石ほか多数の飛石
があり、発破箇所から約２００ｍ付近まで飛石の痕跡が認められた
が、鉱山敷地外への飛石は確認されていない。

災害原因として以下の事項が推定される。
・朝ミーティングに用いた退避範囲が切羽図の縮尺と異なり小さく表示されていたため、ホイールローダ等の退避距離の
認識が曖昧になっていたこと。
・発破作業者は、発破退避基準（発破箇所の前方120°より外側、距離300ｍより外側への退避）で定められてい
た退避距離内にホイールローダ等を置いていたことは認識したものの、経験上支障ないと判断しこれらの退避を指示しな
かったこと。
・穿孔長がやや短い孔もあったが、通常通りの装薬量で発破を行ったこと。

2

２．２０2４年（令和６年）四国報告災害概要

（四国）
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３．（１） ２０2４年（令和６年）全国報告災害概要

月日 鉱種 罹災程度 災害の種類 概要

3/27 石灰石 重傷者
１名

運搬装置
（コンベア）

罹災者は、砕石プラントの集じん機排出口のスクリューコンベアが、
サーマルスイッチ（過負荷等による発熱を検知、遮断するリレー）によっ
て停止していることを発見し、作業責任者に連絡した。
その後、サーマルスイッチがリセットできたので、罹災者はスクリューコンベ
アの起動スイッチを押したが起動しなかったため、スクリューコンベアの詰ま
りが原因と考え、電源の状態を確認せずに駆動部付近のケーシングを
ハンマーで打撃した。
その際、右手が無意識に、カバーがないチェーン駆動部付近に行って
しまい、動き出したチェーンとスプロケット回転部に右手薬指を挟まれ罹
災した。

災害原因として以下の事項が推定される。
・罹災者が、スクリューコンベアの電源の状態を確認せず、電源が入っている状態で、復旧作業を行ったこと。
・罹災者が、次の作業のことが頭にあり、少しでも早く復旧させようと思い、作業責任者からの指示を受けないまま、自ら
の判断で復旧作業を継続した。
・スクリューコンベア原動機チェーン駆動部に、カバー及び表示が設置されていなかった。
・罹災者は、異常時の対応について作業責任者等への報告及び指示に従うよう教育を受けていたが、十分に理解せ
ず作業を実施してしまったこと。
・スクリューコンベアの詰まり復旧作業は、不定期であることから作業手順書を作成していなかった。

（全国）
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３． （１） ２０2４年（令和６年）全国報告災害概要

月日 鉱種 罹災程度 災害の種類 概要

7/24 石灰石 罹災者
なし

発破又は
火薬類

発破予定の２箇所で電気雷管の導爆線への装着を完了し、発破作業
者２名は自動車２台で連なって点火所に移動を開始した。
その時、雷、暴風雨が発生し、露天採鉱場に落雷したため電気雷管が起
爆した。２名とも発破警戒区域の範囲外までは到達できていなかったもの
の、(発破箇所から約３００ｍ地点まで移動)人的・物的被害はなかった。
同鉱山では、雷対策として６～９月中は雷や静電気に対して安全性の
高い導爆線を使用するほか、AMラジオによる電波ノイズ感知やインターネッ
トによる雷雲接近の情報収集、携帯式の雷検知器を使用するなど対策を
行っていたが、当日の雷雲接近について検知できなかった。

災害原因として以下の事項が推定される。
・落雷が原因の誘導電流あるいは迷走電流が発生し、発破警戒立入禁止区域外に退出する前に電気雷管が起爆
したこと。
・携帯型雷警報器やAM ラジオのサージによる落雷接近の検知ができなかったこと。

（全国）
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３． （１） ２０2４年（令和６年）全国報告災害概要

月日 鉱種 罹災程度 災害の種類 概要

9/9 石灰石 軽傷者
１名

転倒 罹災者は、当日、同僚２名とともに起砕岩のサンプリング（原石成
分の化学分析）作業に従事していた。
起砕岩(高さ５ｍ程度の小山状)に登り、高さ１．５ｍ付近の箇所
で１～２ｋｇ程度の量をサンプリングし、サンプリング袋を手に持って
小山を下ろうとした際、高さ１ｍ位のところで躓(つまず)いて転倒し、
両手を石に突いた。両手の痛みは多少あったが、当日の作業を最後
まで続けた。
罹災者は翌朝出勤し、転倒した旨報告し、会社指示により受診した
ところ、右手親指の骨折が判明、さらに翌日、別の病院での受診によ
り、左手首も骨折しており、入院・手術を行った。

災害原因として以下の事項が推定される。
・起砕岩は大小の石で足元が悪かったため躓きやすい状態であり、踏ん張りがきかず、足元の注意不足もあったこと。
・サンプリングに関してサンプリング箇所の高さ等、作業内容を明確に定めた標準書がなかったこと。

（全国）
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３． （１） ２０2４年（令和６年）全国報告災害概要

月日 鉱種 罹災程度 災害の種類 概要

10/10 石灰石 重傷者
１名

運搬装置
（車両系
鉱山機械）

作業者２名(Ａ, Ｂ)は、共同作業で新規坑道の掘進作業に従
事していた。
Ａは、起砕石の集石作業のため、小型の油圧ショベル（バケット容量
０．２５㎥）に乗車し、切羽手前約５０ｍから１回目の集積を
行った後、坑道両端の起砕石を集石するために油圧ショベルをバック
し始めた。
一方、Ｂは、同じタイミングで、切羽から約４７ｍ地点で、起砕石搬
出のために移動してくる後方のダンプトラックに、大塊小割用ブレーカー
に乗り換えることを伝えようと、レーザーポインターで合図を送っていた。
その際、Ｂは、Ａがバックで移動していた油圧ショベルと接触し、両足
を轢かれ、罹災した。

災害原因として以下の事項が推定される。
・作業手順における立入禁止とする区域に関して、危険区域を明示していなかったこと。
・作業手順に、油圧ショベルの作業範囲内にやむを得ず立ち入る場合は、合図を行い稼働を中断することを定めていた
が、Ｂが合図・連絡なしに立ち入ったこと。
・Ａは作業範囲内に人がいないと思い込み、後方確認せず後進したこと。
・油圧ショベルのミラー等が汚れており、視界の確保が充分できていない状態であったこと。

（全国）
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３． （２） ２０2３年（令和５年）全国報告災害概要

月日 鉱種 罹災程度 災害の種類 概要

10/31 石灰石 死亡
１名

運搬装置
（車両系
鉱山機械）

重機作業者の一人が戻って来ないため、同僚が事務所から探しに
行き、当該斜面上に油圧ショベルが横倒しになっているのを発見、そ
の後、油圧ショベルの外に投げ出された罹災者が発見された。
罹災者は、上部切羽において油圧ショベル（バックホウ）による１
人での鉱石投下作業を終え、その後、油圧ショベルに乗車して重機
道を下っていた。罹災者は、何らかの理由で形成作業中であった重
機道に立ち入り、重機道の端に近づきすぎ路肩から油圧ショベルとと
もに斜面上を転落、罹災した(高低差約３５ｍ)ものと推定される。

災害原因として以下の事項が推定される。
・重機道形成作業箇所への立入禁止措置（作業箇所の入口２箇所へのカラーコーン設置等）を実施していなかっ
たこと。
・形成作業中であった重機道が油圧ショベルが安全に走行するための必要な強度が不足していた可能性、油圧ショベ
ルの走行時に罹災者が何らかの操作ミスで路肩側に近づきすぎた可能性が考えられる。
なお、当該油圧ショベルは、定められた点検が実施されており、災害直前の点検でも異状は認められなかった。

（全国）
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災害等情報（詳報） 

 
 
鉱 種：石灰石・けい石 

 
鉱山(附属施設)の所在地：高知県 

 
災害等の種類：坑外 
発破又は火薬類のため 
（飛石） 

 

 
発生日時： 
令和６年１月２６日（金） 
     １２時００分頃 
 

 
 
罹
災 
者
数 

 

 
 死 

 
 重 

 
 軽 

 
 計 

 

 

    

－ 

罹災者（年齢、職種、直轄・請負の別、勤続年数、担当職経験年数）：該当無し 

罹災程度：該当無し 

【概要】 

１月 26日 12時頃、石灰石鉱山切羽において発破を実施したところ、飛石が発生

し、水平距離約１３０ｍ離れた場所に駐車していたホイールローダ３台、穿孔機１

台に当たり、ホイールローダのガラス、ミラー、階段手すり、穿孔機のガラス等を

破損した。 

ホイールローダ等の周辺には最大２０cm 径の飛石のほか多数の飛石があり、ま

た、発破箇所から約２００ｍ付近まで飛石の痕跡が認められたが、鉱山敷地外への

飛石は確認されていない。 

発破仕様は以下の通り: 

６孔、含水爆薬(親ダイ):100g×6 孔、アンホ:50 ㎏×6 孔 

爆薬原単位(アンホのみ):約 107g／t（起砕量:約 2800t） 

【災害事由（共通項目）】 

① 単独作業・複数作業の別：［ 単独 ・ 複数］ 

② 定常作業・非定常作業の別：［ 定常 ・ 非定常 ］ 

【原 因】 

・朝ミーティングにおいて、発破に伴う鉱山労働者やホイールローダ等の退避範囲

を鉱山労働者に周知したが、周知に用いた切羽図の縮尺が実態と異なり退避範囲

の表示が小さく、ホイールローダ等の退避距離の認識が曖昧になった。 

・発破退避基準（発破箇所の前方120°より外側、距離300ｍより外側への退避）を

定めていたにも関わらず、発破作業者は、ホイールローダ等が近く（約130m）に

いたことは認識したが、経験上支障ないと判断しホイールローダ等の退避を指示

しなかった。 

・穿孔長がやや短い孔もあったが、通常通りの装薬量で発破を行った。 

【対 策】 

・朝のミーティング時に使用する発破に伴う鉱山労働者等の退避範囲の表示につい

ては、切羽図の縮尺に合わせて作り直し、発破退避範囲を確実に「目に見える化

」し、鉱山労働者に発破退避場所を具体的に指示する。 

・発破作業者においては、発破前に、穿孔長が短い場合があれば装薬量を調整する

。 

また、指示どおり鉱山労働者等の退避が行われているか確認、連絡報告を取り合

う。 

・発破記録について、発破後の原石飛散状況、退避範囲及び重機類駐車場所の記載

を追加する。 

・保安統括者は、鉱山労働者に対し、あらためて発破退避基準の遵守について注意

喚起の上、定期的に発破退避の状況を確認する。 
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【参考情報等】 

○せん孔作業時や装薬作業時に発破孔周辺等を確認し、異常が認められる場合は装

薬量を増減する等、適当な対策を実施しましょう。 

○特に通常のベンチにおける規格発破以外の発破では飛石の可能性を見極めるのは

難しいので、早めの対策を実施しましょう。 

○作業上考えられるリスク、ヒヤリハットなどの情報の共有を図る仕組みを徹底

し、有効に機能させましょう。 

○作業方法及び手順はできるだけ具体的に定めて鉱山労働者に周知しましょう。 

○鉱山保安法令における参考規定は以下のとおりです。 

 

＜鉱山保安法＞ 

（鉱業権者の義務） 

第五条 鉱業権者は、次に掲げる事項について、経済産業省令の定めるところによ

り、鉱山における人に対する危害の防止のため必要な措置を講じなければならない

。 

三 機械、器具（衛生用保護具を除く。以下同じ。）及び工作物の使用並びに火薬

類その他の材料、動力及び火気の取扱い 

＜鉱山保安法施行規則＞ 

（火薬類の取扱い） 

第十三条 法第五条第一項の規定に基づき、火薬類の取扱いについて鉱業権者が講

ずべき措置は、次に掲げるものとする。 

六 発破作業を行うときは、前号の規定によるほか、異常爆発の防止並びに発破

作業者及び周辺への危害を防止するための措置を講ずること。 

 

【問い合わせ先】 

中国四国産業保安監督部四国支部 鉱山保安課  岡本、桑原 

電話番号：０８７－８１１－８５９１ 

 

 

 

 

災害発生現場図面 

 
 

 

 





 

災害等情報（詳報） 

鉱種：石灰石 鉱山（附属施設）の所在地：岩手県 

災害等の種類：坑外 

運搬装置のため 

（コンベアのため） 

発生日時： 

令和６年３月２７日（水） 

１０時３５分頃 

罹

災

者

数 

死 重 軽 計 

 １  １ 

罹災者（年齢、職種、直轄・請負の別、勤続年数、担当職経験年数）： 

２２歳、プラント作業員、直轄、勤続年数１年７ヶ月、担当職経験年数１年７ヶ月 

罹災程度： 

右手薬指第１関節部分欠損（休業日数４０日） 

障害等級及び該当する損失日数：［ 有 （１２級（損失日数：２００日）） 無 ］ 

【概要】 

当日（３月２７日）、罹災者は６時４５分に出勤し、７時から生産準備を開始した。 

８時から、保安統括者、採掘作業員３名、プラント作業員３名により、プラント操作室にてミー

ティングを行った後、罹災者は砕石プラントにおいてショベルローダーによりダンプトラックヘの

砕石積込作業を開始した。 

１０時２０分頃、罹災者は砕石プラントの集じん機排出口のスクリューコンベアが停止している

のを発見し、クラッシャー建屋内の操作盤を確認したところ、同設備のサーマルスイッチ（※）が

切れていたことから、サーマルスイッチをリセットさせようとしたがリセットできなかったため、

罹災者が作業責任者Ａ（以下、「Ａ」）に、「サーマルスイッチが復旧しない。過負荷で停止している

ようだ。」と無線で連絡をしたところ、Ａは「時間をおかないと復旧できない」と返答した。 

１０時３５分頃、復旧作業をしていた罹災者はサーマルスイッチがリセットできたので、スクリ

ューコンベアの起動スイッチを押し、スクリューコンベア付近に行き地上から原動機チェーン駆動

部を目視で確認したが起動していなかった。罹災者は、スクリューコンベアの詰まりが原因と考

え、スクリューコンベア内の粉じんの詰まりを解消するため、左手でハンマーを持ち、駆動部付近

のケーシングをハンマーで打撃（ハンマーリング）した。この時、サーマルスイッチが切れている

と思いこみ操作盤の電源の状態を確認しなかった。罹災者は、ハンマーリング作業に気を取られカ

バーがないチェーン駆動部付近に右手が無意識に行ってしまい、突然動き出したチェーンとスプロ

ケット回転部に挟まれ右手薬指第一関節を切断した。 

スクリューコンベアの過負荷による停止は１回／４～５ヶ月程度発生し、罹災者はスクリューコ

ンベアの詰まり復旧作業について、複数人での作業経験はあるが一人での作業は今回が初めてであ

った。 

 

※サーマルスイッチ：過負荷等による発熱を検知すると作動するリレーのこと。スクリューコンベアの安

全装置であり、サーマルスイッチが切れていると、スクリューコンベアは起動しな

い。 

 

【災害事由（共通項目）】 

①単独作業・複数作業の別：［ 単独・複数 ］ 

②定常作業・非定常作業の別：［ 定常・非定常 ］ 

【災害事由（災害別項目）】 



①災害時の作業の種類：［ 生産作業時・定期検査時・巡視点検時・修理時・清掃時 ］ 

②発生箇所の部位：［ プーリ・ガイドローラー・その他（チェーン駆動部） ］ 

③保護カバーの有無：［ 有（固定式）・有（移動可）・無 ］ 

④コンベアの主電源操作スイッチの設置場所： 

［ 罹災位置から操作可（コンベア近傍）・罹災位置から操作不可（コンベア遠方） ］ 

⑤緊急停止装置の有無及び種類：［ 有（引き網）・有（スイッチ）・有（ ）・無 ］ 

⑥緊急停止装置の設置場所： 

［ 罹災位置から操作可（コンベア近傍）・罹災位置から操作不可（コンベアから遠方） ］ 

⑦作業員同士の連絡体制：［ 有・無 ］単独作業 

 

【原因】 

１．人的要因 

・罹災者が、スクリューコンベアの電源の状態を確認せず、電源が入っている状態で、ケーシング

にハンマーリングを行ったこと。 

・罹災者が、次の積込作業のことが頭にあり少しでも早くスクリューコンベアの詰まりを解消させ

ようと思い作業責任者からの具体的指示を受けないまま、自らの判断で復旧作業を継続した。 

・ハンマーリングに気を取られ、無意識に右手が動き出したチェーンに触れてしまった。 

・作業手順を認識していなかった。 

２．設備的要因 

・スクリューコンベア原動機チェーン駆動部に、カバー及び表示が設置されていなかった。 

・集じん機排出口のロータリーバルブとスクリューコンベアのスイッチが同一であり、同時に起動

するため、スクリューコンベア内部の荷払いができていない状態で、ロータリーバルブより粉体

が排出され、スクリューコンベア内部に粉体が滞留することがあった。 

３．管理的要因 

・スクリューコンベアの復旧作業等、設備の異常時は作業責任者等への報告・指示に従うことを教

育していたが、罹災者は十分に理解しておらず教育が不十分であった。 

・スクリューコンベアの詰まり復旧作業は、年に数回発生していたが、不定期であることから、そ

の作業手順書を作成していなかった。 

 

【対策】 

１．人的要因に対する対策 

・スクリューコンベア復旧作業について、１人作業の禁止及び電源切断後の作業実施等を含めた安

全作業手順書を作成し、鉱山労働者に周知した。 

２．設備的要因に対する対策 

・スクリューコンベア原動機チェーン駆動部にカバーを設置した。 

・スクリューコンベア原動機チェーン駆動部の周囲に非常停止装置（引き綱式停止スイッチ）を設

置した。 

・集じん機排出口ロータリーバルブとスクリューコンベアの電源スイッチを分離し、スクリューコ

ンベアの電源スイッチを設置した。 

３．管理的要因に対する対策 



・スクリューコンベア及びベルトコンベア毎に、起動・停止・点検の安全作業手順書、並びに過負

荷時修理の安全作業手順書を整備し、鉱山労働者に周知した。 

 

【参考情報等】 

〇機械の回転体等に巻き込まれ、挟まれ等の危険性のある箇所は、カバー等を設置し安全を確保し

ましょう。 

○コンベアの修理作業を行う場合は、確実に電源を切り、操作禁止の標示をしてから実施しましょ

う。 

〇コンベアに関する作業に当たり、予め適切な作業基準を定め、鉱山労働者に安全教育を行ってか

ら作業しましょう。 

 

○鉱山保安法令及び労働安全衛生法令における参考規定は以下のとおりです。 

＜鉱山保安法令＞ 

●鉱山保安法 

（鉱業権者の義務） 

第５条 鉱業権者は、次に掲げる事項について、経済産業省令の定めるところにより、鉱山におけ

る人に対する危害の防止のため必要な措置を講じなければならない。 

三 機械、器具（衛生用保護具を除く。以下同じ。）及び工作物の使用並びに火薬類その他の材

料、動力及び火気の取扱い 

第７条 鉱業権者は、鉱山における坑内及び坑外の事業場の区分に応じ、経済産業省令の定めると

ころにより、機械、器具及び建設物、工作物その他の施設の保全のため必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

（鉱山労働者の義務） 

第９条 鉱山労働者は、鉱山においては、経済産業省令の定めるところにより、鉱業権者が講ずる措

置に応じて、鉱山における人に対する危害の防止及び施設の保全のため必要な事項を守らなけれ

ばならない。 

（保安教育） 

第１０条 鉱業権者は、鉱山労働者にその作業を行うに必要な保安に関する教育を施さなければな

らない。 

（施設の維持） 

第１２条 鉱業権者は、保安を確保するため、鉱業上使用する建設物、工作物その他の施設を経済

産業省令で定める技術基準に適合するように維持しなければならない。 

（保安規程） 

第２１条 鉱業権者及び鉱山労働者は、保安規程を守らなければならない。 

 

●鉱山保安法施行規則 

（機械、器具及び工作物の使用） 

第１２条 法第五条第一項及び第七条の規定に基づき、鉱業上使用する機械、器具及び工作物につ

いて鉱業権者が講ずべき措置は、当該機械、器具及び工作物の安全かつ適正な使用方法又は作業

方法若しくは作業手順を定め、これを鉱山労働者に周知することとする。 



（鉱山労働者が守るべき事項） 

第２７条 法第九条の規定に基づき、鉱山労働者が守るべき事項は、次に掲げるものとする。 

一 法第五条及び第七条の規定による鉱業権者が講ずべき措置に関し、鉱業権者が定めた方法又

は手順を遵守すること。 

 

●鉱業上使用する工作物等の技術基準を定める省令 

（共通の技術基準） 

第３条 鉱山施設に共通する技術基準は、次のとおりとする。 

一 鉱山労働者の安全を確保するため、手すり、さく囲、被覆、安全な通路その他の必要な保安

設備が設けられていること。 

二 鉱山労働者の注意を喚起するため、標識その他の必要な表示が設けられていること。 

 

＜労働安全衛生法令＞ 

●労働安全衛生規則 

（原動機、回転軸等による危険の防止） 

第１０１条 事業者は、機械の原動機、回転軸、歯車、プーリー、ベルト等の労働者に危険を及ぼす

おそれのある部分には、覆い、囲い、スリーブ、踏切橋等を設けなければならない。 

２ 事業者は、回転軸、歯車、プーリー、フライホイール等に附属する止め具については、埋頭型の

ものを使用し、又は覆いを設けなければならない。 

３ 事業者は、ベルトの継目には、突出した止め具を使用してはならない。 

４・５ （略） 

（掃除等の場合の運転停止等） 

第１０７条 事業者は、機械（刃部を除く。）の掃除、給油、検査、修理又は調整の作業を行う場合に

おいて、労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、機械の運転を停止しなければならない。ただ

し、機械の運転中に作業を行わなければならない場合において、危険な箇所に覆いを設ける等の措

置を講じたときは、この限りでない。 

 

【お問い合わせ先】 

関東東北産業保安監督部東北支部 鉱山保安課：中澤、佐藤、北田 

電話番号：０２２－２２１－４９６２ 

 

 

 

  



 

 

 

 

  

図 災害発生箇所図 

写真１ 罹災時の設備の状況 









 

災害等情報（詳報） 

鉱種：石灰石 鉱山の所在地：埼玉県 

災害等の種類：坑外 

発破又は火薬類のため 

発生日時： 

令和６年７月２４日（水） 

１１時３９分頃 

罹

災

者

数 

死 重 軽 計 

   － 

罹災者（年齢、職種、直轄・請負の別、勤続年数、担当職経験年数）：該当なし 

罹災程度：該当なし 

【概要】 

１１時２０分頃、１２時３０分の露天掘採場における発破準備のため、発破作業監督者２名は、

発破箇所（８３０ｍＬ及び８６０ｍＬの計２箇所）において、同時にそれぞれの箇所にて電気雷管

の導爆線（※）への装着作業を開始し１１時３０分頃完了、電気雷管を補助脚線を経由して発破母

線に結線した。 

１１時３５分頃、発破作業監督者２名は、それぞれの箇所から点火所（９７０ｍＬ）に向けて自

動車２台で連なって移動を開始した。その時、雷、暴風雨が発生した。 

１１時３９分頃、露天掘採場に落雷が発生し、２箇所の電気雷管が起爆した。 

当該起爆の際、点火所へ向かっていた発破作業監督者２名は、８９０ｍＬ辺り（直線距離で、８

３０ｍLの発破箇所から約２００ｍ、８６０ｍLの発破箇所から約３００ｍ地点）まで移動していた

が、発破警戒立入禁止区域の範囲外までは到達できていなかった。 

なお、人的被害はなく、重機についても退避を完了していたので、物的被害もなかった。 

同鉱山では、雷対策として６月～９月末の間は導爆線による発破を実施している。 

また、落雷時の対応は手順書でルール化されており、ＡＭラジオで電波ノイズを感知する、イン

ターネットから雷雲接近の情報を入手するほか、携帯式の雷検知器を使用するとともに、雷雲接近

時には、速やかに退避するなどの対策を講じることとしているが、この日の雷雲の接近では検知で

きなかった。 

（※）雷や静電気に対して安全性が高い火工品。導爆線は発破孔付近のみで使用しており、そこで

電気雷管を装着し、補助脚線を経由して発破母線に結線。 

 

【原因】 

・落雷が原因の誘導電流あるいは迷走電流が発生し、発破警戒立入禁止区域外に退出する前に電気

雷管が起爆した。 

・電気雷管の暴発原因となった落雷の直前約１０分前までは晴天で、雷鳴も確認されない状況であ

り、携帯型雷警報器や AMラジオのサージによる落雷接近の検知ができなかった。なお、携帯型雷

警報器については、車内で使用していたことが原因とも考えられるが、過去に検知できていた実

績はある。 

・今般は短時間内に鉱山周辺の大気の状態が極めて不安定となったことにより落雷が急発生したと

推定され、インターネット（気象庁「雷ナウキャスト」）では適時に雷雲発生予測を得られること

ができなかった。 

 

【対策】 



・雷に関する教育を実施する（これまでも実施しているが、次回以後は今般の事例及び見直した手

順を教育する）。 

・緊急時退避手順書、発破退避警戒及び連絡作業手順書の見直しを行う（発破実施時における発破

警戒立入禁止区域への侵入、電気雷管装着、当該区域からの退出、発破警戒完了までの所要時間

を最大３０分と考慮し、３０分の雷雲の移動距離は３０ｋｍと想定した上で、発破作業者は当該

区域進入前に落雷実績を確認し、３０ｋｍ圏内で落雷実績があり雷雲が近づくと予想される場合

は、電気雷管装着を中止すること、発破作業者の当該区域進入後に３０ｋｍ圏内で落雷があった

場合は即座に当該区域外へ退避することをルール化）。 

・夏季（６月～９月末）及び雷注意報発令時の導爆線を使用する（従来からの継続実施）。 

・保安規程に定められた発破実施前における誘導電流による雷管暴発防止のための措置（点火器に

接続する側の端は閉路し絶縁物で被覆すること）を実施する（従来からの継続実施）。 

・発破規格の見直しを行う（原則直列結線とし、電気雷管装着本数を減少させる。これにより、発

破警戒立入禁止区域内の滞在を短時間化する）。 

・新規落雷検知ソフトを導入する（雷雲実績を５秒ごとにアップデートし、任意の範囲に雷雲が発

生した際は、ＰＣのアラーム音やメールで発生を通知し、雷の移動方向・速度を図示）。 

・携帯型雷警報器により落雷接近を検知する（従来からの継続実施）。 

・発破口径を大型化する（一発破当たりの起砕量を増加させ、発破回数を減少させることででんき  

雷管装着作業を最小化）。 

等、実施対策検討中 

 

【参考情報等】 

近隣鉱山における当日の落雷に対する発破対応状況 

Ａ鉱山：前日から１６時４５分の上がり発破を予定しており、予定通り上がり発破を実施。 

Ｂ鉱山：雷の恐れがあるため１２時３０分の発破予定を変更し、１６時４５分の上がり発破を実 

施。 

 

○鉱山保安法令における参考規定は以下のとおりです。 

◇鉱山保安法 

（鉱業権者の義務） 

第五条 鉱業権者は、次に掲げる事項について、経済産業省令の定めるところにより、鉱山にお

ける人に対する危害の防止のため必要な措置を講じなければならない。  

三 機械、器具（衛生用保護具を除く。以下同じ。）及び工作物の使用並びに火薬類その他の材

料、動力及び火気の取扱い 

 

◇鉱山保安法施行規則 

第十三条 法第五条第一項の規定に基づき、火薬類の取扱いについて鉱業権者が講ずべき措置は、

次に掲げるものとする。 

六 発破作業を行うときは、前号の規定によるほか、異常爆発の防止並びに発破作業者及び周辺

への危害を防止するための措置を講ずること。 

 



【お問い合わせ先】 

関東東北産業保安監督部 鉱山保安課：橋本、香取、森山 

電話番号：０４８－６００－０４３６ 

 

 

 

 

 

 

 

図.発破箇所の全景 



 

災害等情報（詳報） 

鉱種：石灰石 鉱山（附属施設）の所在地：北海道 

災害等の種類：坑外 

転倒 

発生日時： 

令和６年９月９日（月） 

１６時２０分頃 

罹

災

者

数 

死 重 軽 計 

  １ １ 

罹災者（年齢、職種、直轄・請負の別、勤続年数、担当職経験年数）： 

２１歳、採鉱係員、直轄、勤続年数：３年、担当職経験年数：３年 

罹災程度： 

右手母指ＭＰ関節内骨折、左手舟状骨骨折 （休業日数３日） 

【概要】 

当日（９月９日）、罹災者は、同僚２名とともに起砕岩のサンプリング（原石成分の化学分析）作

業に従事していた（サンプリング箇所は分散して複数あるため、各々単独作業）。 

サンプリング用の起砕岩は高さ５ｍ程度の小山状に形成してあり、罹災者は、その小山に登り、

高さ１．５ｍ位の箇所で１～２ｋｇ程度の量の原石サンプリングを行い、採取終了後、サンプリン

グ袋を手に持った状態で小山を下ろうとした際、高さ１ｍ位のところで躓(つまず)いて転倒し、両

手を石に突いた際の衝撃等で負傷した（罹災者の転倒の瞬間を目撃者した者はいない）。 

罹災者は、両手の痛みは多少あったが、当日の作業を最後まで継続し終了した。 

翌日（１０日）、罹災者は、朝出勤した際に、転倒した旨の申し出を行うとともに、まだ痛みも伴

っていたため、会社指示により直ぐに病院で診断を受けたところ、診断結果は、右手親指の骨折で

あり、骨折箇所の固定処置をするとともに、左手首にも痛みがあるため、レントゲン撮影を行った

ものの、骨折等の状況は判然としなかった。 

１１日（罹災者の指定公休日）、最初の病院からの紹介状により、別の病院で診断を受けたとこ

ろ、左手首も骨折しており、入院・手術を要する状況である旨診断がなされ、左手手術のため１９

日～２１日まで３日間休業した。 

 

【災害事由（共通項目）】 

①単独作業・複数作業の別：［ 単独・複数 ］ 

②定常作業・非定常作業の別：［ 定常・非定常 ］ 

【災害事由（災害別項目）】 

①発生箇所：［ 鉱山道路・通路・階段・その他（原石サンプリング箇所（小山）） ］ 

②災害類型：［ つまずき・踏み外し・滑り・その他（ ） ］ 

③足場状況：［ 舗装路・未舗装路（砂利等）・鋼板上・パレット上・その他（原石上） ］ 

④足場状態：［ 平坦・斜面・その他（ ） ］ 

⑤要因：［ 岩石・段差・ぬかるみ・濡れ・凍結・窪地・その他（ ） ］ 

⑥動作：［ 運搬作業中・その他（原石サンプリング中） ］ 

 



【原因】 

１ 歩行箇所に大小さまざまな石があり足元が悪かったため、つまずきやすい状態であり踏ん張り

がきかなかった。 

２ 作業者の足元の注意が不足していた。 

３ 作業標準書に事前に準備するサンプリング箇所の高さに関する記載がなく、各箇所の小山の高

さが統一されていなかった。 

４ サンプリングに関して作業内容を明確に定めた標準書がなかった。 

 

【対策】 

１ サンプリング用の小山は「重機で返して平らにし高さは約１ｍ以下」とし、サンプリング時に

支障のある塊石は事前にどかすことをルール化し徹底する。 

２ 作業標準書の見直しを行い、サンプリング作業に関する作業標準書を作成しそれを担当従業員

に周知徹底する。 

３ 転倒災害防止に対する安全教育を作業員全員に行い、転倒の危険性、足元確認、作業前ＫＹを

理解させ周知する。 

 

【参考情報等】 

○作業箇所には転倒リスクがあると意識し、対策について事前に検討しましょう。 

○一般的に転倒災害は、大きく３種類に分けられます。 

 ・滑り ・つまずき ・踏み外し 

 

○鉱山保安法令における参考規定は以下のとおりです。 

＜鉱山保安法令＞ 

●鉱山保安法 

（保安教育） 

第１０条 鉱業権者は、鉱山労働者にその作業を行うに必要な保安に関する教育を施さなければな

らない。 

 

【お問い合わせ先】 

北海道産業保安監督部 鉱山保安課：森本、菊地 

電話番号 ０１１－７０９－２４６６ 

 

  



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 罹災状況（再現）① 

写真２ 罹災状況（再現）② 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ 罹災状況（再現）③ 



 

災害等情報（詳報） 

鉱種：石灰石 鉱山（附属施設）の所在地：大分県 

災害等の種類：坑内 

運搬装置のため 

（車両系鉱山機械） 

発生日時： 

令和６年１０月１０日（木） 

２３時４０分頃 

罹

災

者

数 

死 重 軽 計 

 １  １ 

罹災者（年齢、職種、直轄・請負の別、勤続年数、担当職経験年数）： 

４９歳、坑内掘削工事作業員、請負、勤続年数：２９年６ヶ月、担当職経験年数：２９年６ヶ月 

罹災程度： 

左脛骨ピロン骨折、左距骨・踵骨・立方骨・第３-５中足骨骨折、右腓骨近位端・遠位端解放骨折、

右坐骨骨折（休業日数：１７１日（見込み）） 

障害等級及び該当する損失日数：［ 無 ］ 

【概要】 

当日（１０月１０日）２３時頃、作業責任者Ａ及び作業員Ｂ（罹災者）（２名とも請負作業を行う

鉱山労働者）は、新規坑道の掘進作業に共同作業で従事しており、坑内掘削工事において、坑道の

発破後のガスが抜けたことを確認した後、２３時２０分頃から発破後の状況等の切羽点検を開始

し、点検の結果、切羽先端付近から約５０ｍの範囲に起砕石が広がっていること、また、切羽先端

付近から約３０ｍの坑道中央部に大塊（１．５ｍ×１．０ｍ×１．０ｍ）があること、その他は特

に異状がないことを確認した。 

その後、２３時３５分頃、Ａは、起砕石の集石作業を行うため、近くに停めていた小型の油圧シ

ョベル（バケット容量０．２５ｍ３）に乗車し、上述の切羽への移動を開始した（このときのＢの動

向は不明）。 

２３時４０分頃、Ａは、切羽手前約５０ｍから油圧ショベルの前方に取り付けられた排土板(※)

を使って大塊の位置まで１回目の集積を行い、次に坑道両端の起砕石を集石するために油圧ショベ

ルをバックし始めた。 

一方、Ｂは、同じタイミングで、切羽から約４７ｍ地点の坑道中央部付近に移動し、起砕石搬出

作業のために切羽に移動してくる後方のダンプトラックオペレーターに、大塊小割のためのブレー

カーに乗り換えることを伝えようと、レーザーポインターで合図を送っていた。その際、Ｂは、Ａ

がバックで移動していた油圧ショベルと接触し、両足を轢かれ、罹災した（別添参照）。 

（※）排土板：重機などの前方に取り付けられた土砂を押して排除したり均
なら

したりするための鋼製等の板

のこと。 

 

【災害事由（共通項目）】 

①単独作業・複数作業の別：［ 単独・複数 ］ 

②定常作業・非定常作業の別：［ 定常・非定常 ］ 

【災害事由（災害別項目）】 

①災害類型：［ 墜落・激突・横転・激突され・挟まれ ］ 

②発生箇所：［ 鉱山道路 ・切羽・工場内・その他（掘削坑道内） ］ 

③シートベルトの着用の有無：［ 有・無・不明 ］ 

④道路幅員：５．５ ｍ 

⑤道路こう配：［ 上り ・ 下り ］、ほぼ平坦  



⑥転落防止設備の高さ：該当なし 

⑦車両又は自動車が墜落した高さ：該当なし 

⑧バックモニター等の有無及び設置状況：［ 有（カメラ機能）・無 ] 

⑨運転者以外の第三者の罹災者：［ 同乗者・その他（共同作業者）・無 ] 

【原因】 

（１）作業手順（「バックホーによる掘削ズリ集積作業では、危険区域を定め、作業エリア内を立入

禁止とする」）に定める危険区域を明示していなかった。 

（２）作業手順書で、油圧ショベルの作業範囲は立入禁止とするが、やむを得ず立ち入る場合は、

合図を行い、稼働を中断することを定めていたが、罹災者（作業員Ｂ）は油圧ショベルの作業

範囲内に合図・連絡なしに立ち入った（作業者間の相互連絡（意思疎通）が不足していた）。 

（３）油圧ショベル運転手（作業責任者Ａ）は作業範囲内には人がいないと思い込み、バックする

際に後方を確認していなかった。また、長い距離（約１７ｍ）を旋回して前進することなく、

後進した。 

（４）油圧ショベルのミラー、バックモニターカメラ、キャビンのサイドガラスが汚れており、視

界の確保ができていない状態であった（人との衝突に関する危険意識が低かった）。 

 ※上記（１）、（２）は作業手順書に定めていたが、（３）、（４）については定めていなかった。 

【対策】 

（１）坑内掘削作業に関わる全鉱山労働者を集めて緊急保安集会を開催し、災害状況を周知すると

ともに、作業手順書に定めた事項を遵守するよう改めて周知（注意喚起）した（１０月１１

日）。 

（２）保安管理者をトップに、請負業者の保安責任者（所長）及び作業員の計１４名による災害検

討会を開催し、災害発生状況の検証及び再発防止対策の検討を実施した（１０月１１日及び１

２日実施）。 

（３）坑内掘削工事（本件災害関係）の鉱山労働者に対し、以下の保安教育を実施した（１０月１

１日～１７日）。 

 ・災害発生状況の詳細 

・災害発生後に改訂した作業手順書 

（前・後進を繰り返す作業において、旋回が可能な坑道で１０メートル以上後進する場合は、

キャビンを旋回させて、前進で移動する。また、後進する場合は、直接目視とバックモニタ

ーカメラによる後方の安全確認を実施すること等を明記） 

・重機車両のキャビン、ミラー、バックモニターカメラの始業前清掃の徹底及び実施結果のＫＹ

シートへの記入 

・類似災害事例の検討 

・坑内で使用する油圧ショベルが移動中に発報するブザー（警告音）の設置 

・関係者による重機災害に関わる安全ビデオの視聴 

（４）坑内掘削工事（本件災害関係）の保安責任者は、作業手順の見直しを年１回以上行い、鉱山

労働者に周知することとした。また、同保安責任者は、毎週パトロールを行い、作業手順が守

られているかを確認し、その結果を保安管理者に報告することとした。 

 



【参考情報等】 

○本件は、状況によっては更に重篤な災害となるリスクがあったと考えられます。 

○基本的なことですが、重機を運転する際は、運転者は安全運転をすることは当然ですが、特に周

囲に作業者がいるような場合は、接触しないように周囲の状況に細心の注意を払うことが重要で

す。また、作業者は、重機の作業範囲に入らないでください。 

○鉱山は、作業に必要な作業手順が作成されているか、必要に応じて見直しを行っているかを再確

認し、作業関係者に周知するとともに、保安教育を行い、重機に係る災害の未然防止に努めてく

ださい。 

 

○鉱山保安法令における参考規定は以下のとおりです。 

＜鉱山保安法令＞ 

●鉱山保安法 

（鉱業権者の義務） 

第五条 鉱業権者は、次に掲げる事項について、経済産業省令の定めるところにより、鉱山におけ

る人に対する危害の防止のため必要な措置を講じなければならない。 

三 機械、器具（衛生用保護具を除く。以下同じ。）及び工作物の使用並びに火薬類その他の材

料、動力及び火気の取扱い 

（鉱山労働者の義務）  

第九条 鉱山労働者は、鉱山においては、経済産業省令の定めるところにより、鉱業権者が講ずる

措置に応じて、鉱山における人に対する危害の防止及び施設の保全のため必要な事項を守らなけ

ればならない。 

（保安教育） 

第十条 鉱業権者は、鉱山労働者にその作業を行うに必要な保安に関する教育を施さなければなら

ない。 

 

●鉱山保安法施行規則 

（機械、器具及び工作物の使用） 

第十二条 法第五条第一項及び第七条の規定に基づき、鉱業上使用する機械、器具及び工作物につ

いて鉱業権者が講ずべき措置は、当該機械、器具及び工作物の安全かつ適正な使用方法又は作業

方法若しくは作業手順を定め、これを鉱山労働者に周知することとする。 

（鉱山労働者が守るべき事項） 

第二十七条 法第九条の規定に基づき、鉱山労働者が守るべき事項は、次に掲げるものとする。 

一 法第五条及び第七条の規定による鉱業権者が講ずべき措置に関し、鉱業権者が定めた方法又

は手順を遵守すること。 

【お問い合わせ先】 

九州産業保安監督部 鉱山保安課：江﨑、杉本 

電話番号 ０９２－４８２－５９３１ 

 

 

 





 

災害等情報（詳報） 

鉱種：けい石 鉱山（附属施設）の所在地：福岡県 

災害等の種類：坑外 

運搬装置のため 

（車両系鉱山機械） 

発生日時： 

令和５年１０月３１日（火） 

１１時２０分頃 

罹

災

者

数 

死 重 軽 計 

１   １ 

罹災者（年齢、職種、直轄・請負の別、勤続年数、担当職経験年数）： 

７７歳、重機オペレーター、直轄、勤続年数：１４年８ヶ月、担当職経験年数：１４年８ヶ月 

罹災程度：死亡（多発外傷） 

【概要】 

災害当日(１０月３１日)、罹災者（重機道形成作業等を行う重機作業関係者）は、上部切羽におい

て油圧ショベル（バックホウ）による１人での鉱石投下作業を終え、その後、油圧ショベルに乗車し

て重機道を下っていたところ、何らかの理由で、走行途中に形成作業中であった重機道に立入り、形

成作業中の重機道の端に近づきすぎ（推定）、当該重機道の端（路肩）のＳＬ（シーレベル）３１５ｍ

付近から油圧ショベルとともに、ＳＬ２８０ｍ付近に斜面上を転落し、罹災した。 

鉱山によれば、罹災者は、通常１１時２０分過ぎには現場事務所に戻って来ていたが、災害当日は

その時間になっても戻って来ないため、同僚が事務所から上部切羽が見える位置まで移動し見上げた

ところ、ＳＬ２８０ｍ付近の斜面上に油圧ショベルが横倒しになっているのを遠目に発見し、上司（保

安管理者代理者）に連絡するとともに、連絡を受けた上司が現場に向かい、油圧ショベルの外に投げ

出された罹災者を発見したことから、すぐに消防署に緊急通報を行った。 

 なお、災害当日の作業前ミーティングにおいては、保安管理者から罹災者を含め重機作業関係者

に対し、保安指示（「作業後に油圧ショベルで重機道を下るときにはゆっくり安全に降りてくるこ

と」など）は行っていたが、罹災者を含め基本的な作業である重機道形成作業等を行う重機作業関

係者が３名と多く、お互いに注意して安全行動を行ってくれることが期待されたこと、また、罹災

者もベテランで現場の状況をよく分かっていると思われたことから、危険箇所への対処は個人に任

せ、重機道形成作業箇所への立入禁止措置（重機道形成作業箇所の入り口へのカラーコーン設置

等）が実施されていなかった。 

【災害事由（共通項目）】 

①単独作業・複数作業の別：［ 単独・複数 ］ 

②定常作業・非定常作業の別：［ 定常・非定常 ］ 

【災害事由（災害別項目）】 

①災害類型：［ 墜落 ・激突・横転・激突され・挟まれ ］ 

②発生箇所：［ 鉱山道路 ・切羽・工場内・その他（重機道） ］ 

③シートベルトの着用の有無：［有・無・ 不明 ］ 

④道路幅員：３．２ ｍ（車両転落地点） 

⑤道路こう配：［ 上り ・ 下り ］、ほぼ平坦 ）（車両転落地点） 

⑥転落防止設備の高さ：約０．４ｍ（車両転落地点） 

⑦車両又は自動車が墜落した高さ：約３５ｍ 

⑧バックモニター等の有無及び設置状況：［ 有（ ）・無 ] 

⑨運転者以外の第三者の罹災者：［ 同乗者・その他（ ）・無 ] 



【原因】 

○ 鉱山労働者が形成作業中の重機道に作業時以外立ち入らないよう、注意喚起のための標識その

他の必要な表示等が必要であったにも関わらず、罹災者を含め重機道形成作業等を行う重機作業

関係者が３名と多く、お互いに注意して安全行動を行ってくれることが期待されたこと、また、

罹災者もベテランで現場の状況をよく分かっていると思われたことから、危険箇所への対処は個

人に任せ、重機道形成作業箇所への立入禁止措置（重機道形成作業箇所の入り口（２箇所）への

カラーコーン設置等）を実施していなかった。 

○ 罹災者が、形成作業中の重機道に立ち入り、当該重機道の端に近づきすぎたと推定される。なお、

その理由は不明ではあるが、当該重機道の端から油圧ショベルごと転落していることを鑑みると、

当該重機道は形成作業中であったことから、油圧ショベルが安全に走行するための必要な強度が不

足していた可能性や、油圧ショベルの走行時に何らかの操作ミスがあり、路肩側に近づきすぎた可

能性も考えられる。 

  なお、当該油圧ショベルについては、規定どおりの始業時、月例等の点検は実施されており、 

 今回の災害直前の点検では異状は認められなかった。 

【対策】 

○鉱山労働者の安全確保のため、形成作業中の重機道には、進入防止措置（カラーコーン、土盛り等）

の安全対策を速やかに行うこととし、今回、災害が発生した重機道形成作業中の箇所にカラーコー

ンにより進入防止措置を行った。 

○鉱山における自動車、車両系鉱山機械の運転手及び搭乗員は全員がシートベルトを装着するよう鉱

山労働者に対して周知徹底を図った。 

○通行箇所の変更の際は、事前に作業責任者が朝礼時及びその後のミーティングにおいて鉱山労働者

に伝えていたが、従前に比べ、より明確に、通行箇所の変更について周知徹底することとした。 

○形成作業中の重機道については、重機道形成作業等を行う重機作業関係者は、作業前に新設重機道

手前より徒歩にて作業場所に入り、目視による安全確認後に重機により進入し、作業場所にて作業

を行うこととした。 

○重機道形成作業等を行う重機作業関係者による引き継ぎの際は、保安に関する注意事項を含め現地

確認を行うこととした。 



【参考情報等】 

○鉱業権者は、鉱山労働者が形成作業中の重機道に作業時以外入らないよう、注意喚起のための標

識その他の必要な表示を確実に行ってください。また、必要な作業方法、作業手順を定め、鉱山

労働者に周知、適切な安全教育を行ってから作業をさせてください。 

○鉱山労働者は定められた作業方法、作業手順を守って安全に作業を行ってください。作業実施の

際は、安全の確認を行い、くれぐれも、不安全な行動は避けましょう。 

 

◇鉱山保安法令における関係規定は以下のとおりです。 

＜鉱山保安法令＞ 

●鉱山保安法 

（鉱業権者の義務） 

第五条  鉱業権者は、次に掲げる事項について、経済産業省令の定めるところにより、鉱山にお

ける人に対する危害の防止のため必要な措置を講じなければならない。 

三  機械、器具（衛生用保護具を除く。以下同じ。）及び工作物の使用並びに火薬類その他の材料

、動力及び火気の取扱い 

第七条  鉱業権者は、鉱山における坑内及び坑外の事業場の区分に応じ、経済産業省令の定めると

ころにより、機械、器具及び建設物、工作物その他の施設の保全のため必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

（鉱山労働者の義務） 

第九条  鉱山労働者は、鉱山においては、経済産業省令の定めるところにより、鉱業権者が講ずる

措置に応じて、鉱山における人に対する危害の防止及び施設の保全のため必要な事項を守らな

ければならない。 

 

●鉱山保安法施行規則 

（機械、器具及び工作物の使用） 

第十二条 法第五条第一項及び第七条の規定に基づき、鉱業上使用する機械、器具及び工作物につ

いて鉱業権者が講ずべき措置は、当該機械、器具及び工作物の安全かつ適正な使用方法又は作業

方法若しくは作業手順を定め、これを鉱山労働者に周知することとする。 

（鉱山労働者が守るべき事項） 

第二十七条 法第九条の規定に基づき、鉱山労働者が守るべき事項は、次に掲げるものとする。 

一 法第五条及び第七条の規定による鉱業権者が講ずべき措置に関し、鉱業権者が定めた方法又は

手順を遵守すること。 

 

●鉱業上使用する工作物等の技術基準を定める省令 

（共通の技術基準） 

第三条  鉱山施設に共通する技術基準は、次のとおりとする。 

一 鉱山労働者の安全を確保するため、手すり、さく囲、被覆、安全な通路その他の必要な保安設

備が設けられていること。 

二 鉱山労働者の注意を喚起するため、標識その他の必要な表示が設けられていること。 

【お問い合わせ先】 



九州産業保安監督部 鉱山保安課：江﨑、杉本 

電話番号：０９２－４８２－５９３１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 災害発生箇所平面図 
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資料４ 

令和７年度鉱山保安監督指導について 

 

                        中国四国産業保安監督部四国支部 

 

１．基本方針 

鉱山（製錬場を含む）の保安監督指導については、人命の尊重、国民の健康の保護

及び生活環境の保全を基本理念として、鉱山保安法令に基づき、危害及び鉱害の防止

に万全を期すべく実施しているところです。 

平成１７年４月から、リスクマネジメントの手法を法体系の中に導入した改正鉱山

保安法が施行され、鉱業権者自らが鉱山の保安上の危険を把握し、それに対応する保

安措置を講ずるとともに、随時その見直しを行うこととしています。 

 

（１）第１４次鉱業労働災害防止計画（令和５年度～令和９年度） 

令和５年度から令和９年度までの５年間は、第１４次鉱業労働災害防止計画（以下、

第１４次計画）において、各鉱山において、災害を撲滅させることを目指し、全鉱山

における災害発生状況として、計画期間の５年間で、３つの指標（指標１：毎年の死

亡災害は０とする。指標２：災害を減少させる観点から、計画期間の５年間の平均で、

度数率０．７０以下、指標３：重篤な災害を減少させる観点から、計画期間の５年間

の平均で、重傷災害（死亡災害を除く休業日数が２週間以上の災害）の度数率０．５

０以下）を達成するため、保安方針の表明、保安目標の設定、保安計画の策定及び評

価・改善を行う「鉱山保安マネジメントシステム（以下、鉱山保安ＭＳ）」の導入促

進を図っています。 

 

（２）令和６年（2024暦年）災害発生状況 

 令和６年（2024暦年）は、当支部管内においては、発破飛石による災害が１件発生 

していますが、罹災者はなく「死亡災害０」及び「度数率の目標」を達成しました。 

 

２．令和７年度監督指導の重点事項 

令和７年度は、一昨年策定された第１４次計画の３年目に当たり、引き続き各鉱山

の実状に即したさらなる自主的な取り組みにより、同計画に定められた災害防止対策

が的確に実施され、第１４次計画の目標である「鉱山災害の撲滅」が達成されるため

に、関係者の一層の努力による鉱山保安ＭＳの導入・活用の促進が必要であると考え

ています。このため、特に以下の事項に重点をおいた監督指導を実施することとしま

す。 

 

（１）自主保安体制の確立 

① 鉱山の現況調査を反映した保安規程の見直し及び周知 
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 鉱山の作業環境の変化に対し、鉱業権者及び鉱山労働者自らの視点で現況調査及

びリスク評価を実施し、必要に応じて保安規程の見直しを行い、鉱山労働者に周知

する体制の定着が図られるよう監督指導を実施します。 

 

② 鉱山保安ＭＳ構築の推進 

 経営トップが実施する「保安方針」の表明、「保安目標」の策定及び保安目標達

成のための「保安計画（年間計画）」の作成及び評価・改善など、鉱山保安ＭＳの

充実に向けて具体的な実施方法や優良事例等の情報提供を推進します。また、鉱山

保安ＭＳの導入に遅れが見られる鉱山に対して、鉱山の実情に応じた指導・助言等

の支援を行います。 

情報提供、指導・助言等に当たっては、現在見直しが進められている、手引書や

ガイドブック等を活用します。 

 

（２）危害防止対策 

令和７年度は、危害防止対策の指導強化を図り、各鉱山において、「災害撲滅」

「罹災者０」を目指すものとします。 

 

① 作業手順の整備及び遵守の徹底 

作業手順は、鉱業上使用する機械・器具及び工作物が安全かつ適正に使用される

ために作成されており、作業の安全を直接確保する重要なものであるため、現場の

状況を十分に踏まえて、労働者の意見を直接聞く等により、具体的に作成・見直さ

れ、実効性のあるものとして鉱山労働者に遵守されるよう指導するとともに、鉱山

労働者への周知及び再教育が適切に行われるよう指導します。 

また、令和３年に発生した重傷災害２件において、作業手順書の整備や記述が不

十分な点が認められたことから、日頃から作業者間にて作業手順の確認や見直しを

行う体制づくりを指導します。 

 

② 高頻発災害や非定常作業時等における災害防止対策の推進 

近年、墜落、挟まれ・巻き込まれに係る災害が頻発しており、ひとたび発生する

と重篤な状態となる事態に繋がっています。そしていずれの災害も主な発生原因

は、「作業手順書の不遵守」が多く、その他にも「作業手順書の不備」や「教育不

十分」、「安全柵等の設置不備」や「表示の設置不十分」などが原因として挙げら

れています。 

これら高頻発災害の防止のため、鉱業権者が、現況調査及びリスク評価を徹底し

て行い、不安全な状態及び不安全な行動を抽出し、鉱山労働者自らが不安全な行動

をとらないよう、その排除に努める等対策が実施され、実施状況の評価・改善が適

切に図られるよう監督指導を実施します。 

また、鉱山で実施する不定期作業、頻度の低い作業（施設の点検・修理・改造等）

及び非定常時作業については、個々の保安対策が不十分となるおそれがあります。

このため、作業手順の作成、見直し及び遵守の徹底はもとより、保安担当者が作業
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内容について十分に把握し、巡視時においてもその作業内容を確認できるような保

安管理体制を指導します。 

更に経験年数が少ない者や高年齢者が罹災する傾向が見られることから、当該災

害の減少に資する情報の発信、啓発を行います。 

                                     

③ 残壁対策 

残壁の安定性の確保は、鉱山労働者の安全のために必要であるだけでなく、その

崩壊による自然破壊や鉱山外への被害の重大性等から重要な課題です。このため、

施業案の残壁規格の遵守、残壁面付近の採掘方法の改善、採掘区域拡大による残壁

面の計画的採掘・整形、残壁の安定化のための安全な傾斜の保持、採掘跡の埋め戻

し、岩盤の変化・異常の早期発見のため点検、観測等の実施が図られるよう監督指

導を実施します。 

 

④ 作業環境粉じん対策 

 良好な作業環境の維持管理等のため、適正な粉じん濃度の測定を実施させるとと

もに、測定結果（当支部測定結果を含む）を踏まえた監督指導を実施します。また、

鉱業権者自らが、粉じん飛散防止対策の実施、粉じん濃度測定結果の掲示・周知、

要求防護係数に基づく呼吸用保護具（防じんマスク等）の選択・使用・顔面への密

着性の確認等を徹底しているか監督指導を実施します。 

 

（３）鉱害防止対策 

   坑廃水の排水基準、鉱煙の排出基準を遵守するため、坑廃水処理施設、鉱煙処理

施設等の整備・管理が適切に図られるよう監督指導を実施します。また、坑廃水以

外の採掘場からの排出水についても、適正な水質で排出されるよう沈砂池等の排水

処理施設の整備・管理が適切に行われるよう指導を行います。 

   特に休廃止鉱山においては、令和６年度で２年目となる「特定施設に係る鉱害防

止事業の実施に関する基本方針（第６次）」に基づき、鉱害防止事業が着実かつ計

画的に実施されるよう監督指導を実施します。 

 

（４）鉱業上使用する施設の老朽化・破損・火災等対策 

 管内では、令和元年（2019 暦年）に、ベルトコンベアに起因する「火災」が２件

発生、令和２年（2020 暦年）には、落雷に起因する「火災」が１件発生、更に令和

３年（2021 暦年）にもベルトコンベアや車両系鉱山機械に起因する「火災」が３件

発生しています。施設の老朽化等による油流出等の鉱害発生だけでなく、火災その

他の危害発生に繋がるリスクについて、鉱業権者が適切に現況調査及びリスク評価

を行い、有効な是正措置を講じるよう監督指導を実施します。 

また、こうした事故が発生しないために、鉱業上使用する施設の日常点検・定期

検査、消火設備・消火体制の再確認及び施設の施工管理の徹底が適切に図られるよ

う指導するとともに、事故発生時に応急の措置を講じ、速やかに事故復旧が図られ

るような管理体制について監督指導を実施します。 
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（５）自然災害への対応 

南海トラフ巨大地震、台風・豪雨等による自然災害に備え、鉱業上使用する施設

の耐震化、避難訓練の実施、地方公共団体等との協力連携等、必要な対策を講じる

よう監督指導を実施します。 

 

（６）保安教育の推進 

 鉱山における新技術の活用等による保安技術の向上、保安教育の推進、リスクマ

ネジメントの定着、自主保安体制を支援するため、必要に応じ、鉱山保安研修及び

保安指導を計画します。 

 

（７）情報の提供、手続のスマート化 

 鉱業権者が、現況調査及び保安規程の見直し作業を行うに際して、有用な災害・

事故情報及びリスク低減対策等の情報の提供に努めます。情報の提供は、経済産業

省及び中国四国産業保安監督部四国支部のホームページ、電子メール等並びに保安

検査等により実施します。 

 また、鉱山保安手続のスマート化（保安ネット）について、活用を推進します。 

 

 









1 

「鉱山保安監督指導について」前年度との対比表 

令和７年度 令和６年度 

令和７年度鉱山保安監督指導について 

中国四国産業保安監督部四国支部 

令和６年度鉱山保安監督指導について 

中国四国産業保安監督部四国支部 

１．基本方針 

鉱山（製錬場を含む）の保安監督指導については、人命の尊重、

国民の健康の保護及び生活環境の保全を基本理念として、鉱山保安

法令に基づき、危害及び鉱害の防止に万全を期すべく実施している

ところです。 

平成１７年４月から、リスクマネジメントの手法を法体系の中に

導入した改正鉱山保安法が施行され、鉱業権者自らが鉱山の保安上

の危険を把握し、それに対応する保安措置を講ずるとともに、随時

その見直しを行うこととしています。 

（１）第１４次鉱業労働災害防止計画（令和５年度～令和９年度） 

令和５年度から令和９年度までの５年間は、第１４次鉱業労働災

害防止計画（以下、第１４次計画）において、各鉱山において、災

害を撲滅させることを目指し、全鉱山における災害発生状況として、

計画期間の５年間で、３つの指標（指標１：毎年の死亡災害は０と

する。指標２：災害を減少させる観点から、計画期間の５年間の平

均で、度数率０．７０以下、指標３：重篤な災害を減少させる観点

から、計画期間の５年間の平均で、重傷災害（死亡災害を除く休業

１．基本方針 

鉱山（製錬場を含む）の保安監督指導については、人命の尊重、

国民の健康の保護及び生活環境の保全を基本理念として、鉱山保安

法令に基づき、危害及び鉱害の防止に万全を期すべく実施している

ところです。 

平成１７年４月から、リスクマネジメントの手法を法体系の中に

導入した改正鉱山保安法が施行され、鉱業権者自らが鉱山の保安上

の危険を把握し、それに対応する保安措置を講ずるとともに、随時

その見直しを行うこととしています。 

（１）第１４次鉱業労働災害防止計画（令和５年度～令和９年度） 

令和５年度から令和９年度までの５年間は、第１４次鉱業労働災

害防止計画（以下、第１４次計画）において、各鉱山において、災

害を撲滅させることを目指し、全鉱山における災害発生状況とし

て、計画期間の５年間で、３つの指標（指標１：毎年の死亡災害は

０とする。指標２：災害を減少させる観点から、計画期間の５年間

の平均で、度数率０．７０以下、指標３：重篤な災害を減少させる

観点から、計画期間の５年間の平均で、重傷災害（死亡災害を除く

参考資料４－３ 
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日数が２週間以上の災害）の度数率０．５０以下）を達成するため、

保安方針の表明、保安目標の設定、保安計画の策定及び評価・改善

を行う「鉱山保安マネジメントシステム（以下、鉱山保安ＭＳ）」の

導入促進を図っています。 

 

（２）令和６年（2024暦年）災害発生状況 

令和６年（2024暦年）は、当支部管内においては、発破飛石によ

る災害が１件発生していますが、罹災者はなく「死亡災害０」及び

「度数率の目標」を達成しました。 

  

 

休業日数が２週間以上の災害）の度数率０．５０以下）を達成する

ため、保安方針の表明、保安目標の設定、保安計画の策定及び評価・

改善を行う「鉱山保安マネジメントシステム（以下、鉱山保安ＭＳ）」

の導入促進を図っています。 

 

（２）令和５年（2023暦年）災害発生状況 

令和５年（2023暦年）は、当支部管内においては、発破飛石によ

る災害が１件発生していますが、罹災者はなく「死亡災害０」及び

「度数率の目標」を達成しました。 

  

 

２．令和７年度監督指導の重点事項 

 令和７年度は、一昨年策定された第１４次計画の３年目に当たり、

引き続き各鉱山の実状に即したさらなる自主的な取組みにより、同

計画に定められた災害防止対策が的確に実施され、第１４次計画の

目標である「鉱山災害の撲滅」が達成されるために、関係者の一層

の努力による鉱山保安ＭＳの導入・活用の促進が必要であると考え

ています。このため、特に以下の事項に重点をおいた監督指導を実

施することとします。 

 

（１）自主保安体制の確立 

①鉱山の現況調査を反映した保安規程の見直し及び周知 

鉱山の作業環境の変化に対し、鉱業権者及び鉱山労働者自らの視

２．令和６年度監督指導の重点事項 

 令和６年度は、昨年策定された第１４次計画の２年目に当たり、

引き続き各鉱山の実状に即したさらなる自主的な取組みにより、同

計画に定められた災害防止対策が的確に実施され、第１４次計画の

目標である「鉱山災害の撲滅」が達成されるために、関係者の一層

の努力による鉱山保安ＭＳの導入・活用の促進が必要であると考え

ています。このため、特に以下の事項に重点をおいた監督指導を実

施することとします。 

 

（１）自主保安体制の確立 

①鉱山の現況調査を反映した保安規程の見直し及び周知 

鉱山の作業環境の変化に対し、鉱業権者及び鉱山労働者自らの視
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点で現況調査及びリスク評価を実施し、必要に応じて保安規程の見

直しを行い、鉱山労働者に周知する体制の定着が図られるよう監督

指導を実施します。 

 

②鉱山保安ＭＳ構築の推進 

経営トップが実施する「保安方針」の表明、「保安目標」の策定及

び保安目標達成のための「保安計画（年間計画）」の作成及び評価・

改善など、鉱山保安ＭＳの充実に向けて具体的な実施方法や優良事

例等の情報提供を推進します。また、鉱山保安ＭＳの導入に遅れが

見られる鉱山に対して、鉱山の実情に応じた指導・助言等の支援を

行います。 

情報提供、指導・助言等に当たっては、現在見直しが進められて

いる、手引書やガイドブック等を活用します。 

 

（２）危害防止対策 

令和７年度は、危害防止対策の指導強化を図り、各鉱山において、

「災害撲滅」「罹災者０」を目指すものとします。 

 

① 作業手順の整備及び遵守の徹底 

作業手順は、鉱業上使用する機械・器具及び工作物が安全かつ適

正に使用されるために作成されており、作業の安全を直接確保する

重要なものであるため、現場の状況を十分に踏まえて、労働者の意

見を直接聞く等により、具体的に作成・見直され、実効性のあるも

点で現況調査及びリスク評価を実施し、必要に応じて保安規程の見

直しを行い、鉱山労働者に周知する体制の定着が図られるよう監督

指導を実施します。 

 

②鉱山保安ＭＳ構築の推進 

経営トップが実施する「保安方針」の表明、「保安目標」の策定及

び保安目標達成のための「保安計画（年間計画）」の作成及び評価・

改善など、鉱山保安ＭＳの充実に向けて具体的な実施方法や優良事

例等の情報提供を推進します。また、鉱山保安ＭＳの導入に遅れが

見られる鉱山に対して、鉱山の実情に応じた指導・助言等の支援を

行います。 

 

 

 

（２）危害防止対策 

令和６年度は、危害防止対策の指導強化を図り、各鉱山において、

「災害撲滅」「罹災者０」を目指すものとします。 

 

①  作業手順の整備及び遵守の徹底 

作業手順は、鉱業上使用する機械・器具及び工作物が安全かつ適正

に使用されるために作成されており、作業の安全を直接確保する重

要なものであるため、現場の状況を十分に踏まえて、労働者の意見

を直接聞く等により、具体的に作成・見直され、実効性のあるもの
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のとして鉱山労働者に遵守されるよう指導するとともに、鉱山労働

者への周知及び再教育が適切に行われるよう指導します。 

 また、令和３年に発生した重傷災害２件において、作業手順書の

整備や記述が不十分な点が認められたことから、日頃から作業者間

にて作業手順の確認や見直しを行う体制づくりを指導します。 

 

② 高頻発災害や非定常作業時等における災害防止対策の推進 

近年、墜落、挟まれ・巻き込まれに係る災害が頻発しており、ひ

とたび発生すると重篤な状態となる事態に繋がっています。そして

いずれの災害も主な発生原因は、「作業手順書の不遵守」が多く、そ

の他にも「作業手順書の不備」や「教育不十分」、「安全柵等の設置

不備」や「表示の設置不十分」などが原因として挙げられています。 

 

 

 

これら高頻発災害の防止のため、鉱業権者が、現況調査及びリス

ク評価を徹底して行い、不安全な状態及び不安全な行動を抽出し、

鉱山労働者自らが不安全な行動をとらないよう、その排除に努める

等対策が実施され、実施状況の評価・改善が適切に図られるよう監

督指導を実施します。 

また、鉱山で実施する不定期作業、頻度の低い作業（施設の点検・

修理・改造等）及び非定常時作業については、個々の保安対策が不

十分となるおそれがあります。このため、作業手順の作成、見直し

として鉱山労働者に遵守されるよう指導するとともに、鉱山労働者

への周知及び再教育が適切に行われるよう指導します。 また、令 

また、令和３年に発生した重傷災害２件において、作業手順書の整

備や記述が不十分な点が認められたことから、日頃から作業者間に

て作業手順の確認や見直しを行う体制づくりを指導します。 

 

② 頻発災害や非定常作業時等における災害防止対策の推進 

令和５年の災害発生状況を見ると、罹災者を伴う災害事由は、「運

搬装置のため」、「転倒」、「取扱中の器材鉱物等」が全体の６割以上

を占めています。 

管内で平成２８年、２９年、平成３１（令和元）年に発生した「運

搬装置」による災害は、いずれも災害防止対策が徹底されていれば、

防ぐことができた災害であり、作業手順書（目的外使用の禁止を含

む。）の遵守、鉱山労働者への周知、再教育の徹底などの対策が必要

とされています。 

特に、令和元年（2019 暦年）には、死亡災害が発生したことから、

鉱業権者が、現況調査及びリスク評価を徹底して行い、不安全な状

態及び不安全な行動を抽出し、鉱山労働者自らが不安全な行動をと

らないよう、その排除に努める等対策が実施され、実施状況の評価・

改善が適切に図られるよう監督指導を実施します。 

また、鉱山で実施する不定期作業、頻度の低い作業（施設の点検・

修理・改造等）及び非定常時作業については、個々の保安対策が不

十分となるおそれがあります。このため、作業手順の作成、見直し
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及び遵守の徹底はもとより、保安担当者が作業内容について十分に

把握し、巡視時においてもその作業内容を確認できるような保安管

理体制を指導します。 

さらに経験年数が少ない者や高年齢者が罹災する傾向が多いこと

から、当該災害の減少に資する情報の発信、啓発を行います。 

 

③ 残壁対策 

残壁の安定性の確保は、鉱山労働者の安全のために必要であるだ

けでなく、その崩壊による自然破壊や鉱山外への被害の重大性等か

ら重要な課題です。このため、施業案の残壁規格の遵守、残壁面付

近の採掘方法の改善、採掘区域拡大による残壁面の計画的採掘・整

形、残壁の安定化のための安全な傾斜の保持、採掘跡の埋め戻し、

岩盤の変化・異常の早期発見のため点検、観測等の実施が図られる

よう監督指導を実施します。 

 

④ 作業環境粉じん対策 

 良好な作業環境の維持管理等のため、適正な粉じん濃度の測定を

実施させるとともに、測定結果（当支部測定結果を含む）を踏まえ

た監督指導を実施します。また、鉱業権者自らが粉じん飛散防止対

策の実施、粉じん濃度測定結果の掲示・周知、要求防護係数に基づ

く呼吸用保護具（防じんマスク等）の選択・使用・顔面への密着性

の確認等を徹底しているか監督指導を実施します。 

 

及び遵守の徹底はもとより、保安担当者が作業内容について十分に

把握し、巡視時においてもその作業内容を確認できるような保安管

理体制を指導します。 

さらに経験年数が少ない者や高年齢者が罹災する傾向が多いこ

とから、当該災害の減少に資する情報の発信、啓発を行います。 

 

③ 残壁対策 

残壁の安定性の確保は、鉱山労働者の安全のために必要であるだ

けでなく、その崩壊による自然破壊や鉱山外への被害の重大性等か

ら重要な課題です。このため、施業案の残壁規格の遵守、残壁面付

近の採掘方法の改善、採掘区域拡大による残壁面の計画的採掘・整

形、残壁の安定化のための安全な傾斜の保持、採掘跡の埋め戻し、

岩盤の変化・異常の早期発見のため点検、観測等の実施が図られる

よう監督指導を実施します。 

 

④ 作業環境粉じん対策 

 良好な作業環境の維持管理等のため、適正な粉じん濃度の測定を

実施させるとともに、測定結果（当支部測定結果を含む）を踏まえ

た監督指導を実施します。また、鉱業権者自らが粉じん飛散防止対

策の実施、粉じん濃度測定結果の掲示・周知、要求防護係数に基づ

く呼吸用保護具（防じんマスク等）の選択・使用・顔面への密着性

の確認等を徹底しているか監督指導を実施します。 
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（３）鉱害防止対策 

坑廃水の排水基準、鉱煙の排出基準を遵守するため、坑廃水処理

施設、鉱煙処理施設等の整備・管理が適切に図られるよう監督指導

を実施します。また、坑廃水以外の採掘場からの排出水についても、

適正な水質で排出されるよう沈砂池等の排水処理施設の整備・管理

が適切に行われるよう指導を行います。 

   特に休廃止鉱山においては、令和７年度で３年目となる「特定施

設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針（第６次）」に基づ

き、鉱害防止事業が着実かつ計画的に実施されるよう監督指導を実

施します。 

 

（３）鉱害防止対策 

坑廃水の排水基準、鉱煙の排出基準を遵守するため、坑廃水処理

施設、鉱煙処理施設等の整備・管理が適切に図られるよう監督指導

を実施します。また、坑廃水以外の採掘場からの排出水についても、

適正な水質で排出されるよう沈砂池等の排水処理施設の整備・管理

が適切に行われるよう指導を行います。 

   特に休廃止鉱山においては、令和６年度で２年目となる「特定施

設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針（第６次）」に基づ

き、鉱害防止事業が着実かつ計画的に実施されるよう監督指導を実

施します。 

 

（４）鉱業上使用する施設の老朽化・破損・火災等対策 

 管内では、令和元年（2019 暦年）に、ベルトコンベアに起因する

「火災」が２件発生、令和２年（2020 暦年）には、落雷に起因する

「火災」が１件発生、更に令和３年（2021 暦年）にもベルトコンベ

アや車両系鉱山機械に起因する「火災」が３件発生しています。施

設の老朽化等による油流出等の鉱害発生だけでなく、火災その他の

危害発生に繋がるリスクについて、鉱業権者が適切に現況調査及び

リスク評価を行い、有効な是正措置を講じるよう監督指導を実施し

ます。 

また、こうした事故が発生しないために、鉱業上使用する施設の

日常点検・定期検査、消火設備・消火体制の再確認及び施設の施工

管理の徹底が適切に図られるよう指導するとともに、事故発生時に

（４）鉱業上使用する施設の老朽化・破損・火災等対策 

 管内では、令和元年（2019 暦年）に、ベルトコンベアに起因する

「火災」が２件発生、令和２年（2020 暦年）には、落雷に起因する

「火災」が１件発生、更に令和３年（2021 暦年）にもベルトコンベ

アや車両系鉱山機械に起因する「火災」が３件発生しています。施

設の老朽化等による油流出等の鉱害発生だけでなく、火災その他の

危害発生に繋がるリスクについて、鉱業権者が適切に現況調査及び

リスク評価を行い、有効な是正措置を講じるよう監督指導を実施し

ます。 

また、こうした事故が発生しないために、鉱業上使用する施設の

日常点検・定期検査、消火設備・消火体制の再確認及び施設の施工

管理の徹底が適切に図られるよう指導するとともに、事故発生時に
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応急の措置を講じ、速やかに事故復旧が図られるような管理体制に

ついて監督指導を実施します。 

応急の措置を講じ、速やかに事故復旧が図られるような管理体制に

ついて監督指導を実施します。 

（５）自然災害への対応 

南海トラフ巨大地震、台風・豪雨等による自然災害に備え、鉱業

上使用する施設の耐震化、避難訓練の実施、地方公共団体等との協

力連携等、必要な対策を講じるよう監督指導を実施します。 

 

（５）自然災害への対応 

 南海トラフ巨大地震、台風・豪雨等による自然災害に備え、鉱

業上使用する施設の耐震化、避難訓練の実施、地方公共団体等との

協力連携等、必要な対策を講じるよう監督指導を実施します。 

 

（６）保安教育の推進 

 鉱山における新技術の活用等による保安技術の向上、保安教育の

推進、リスクマネジメントの定着、自主保安体制を支援するため、

必要に応じ、鉱山保安研修及び保安指導を計画します。 

 

（６）保安教育の推進 

 鉱山における新技術の活用等による保安技術の向上、保安教育の

推進、リスクマネジメントの定着、自主保安体制を支援するため、

必要に応じ、鉱山保安研修及び保安指導を計画します。 

 

（７）情報の提供、手続きのスマート化 

鉱業権者が、現況調査及び保安規程の見直し作業を行うに際し

て、有用な災害・事故情報及びリスク低減対策等の情報の提供に努

めます。情報の提供は、経済産業省及び中国四国産業保安監督部四

国支部のホームページ、電子メール等並びに保安検査等により実施

します。 

また、鉱山保安手続きのスマート化（保安ネット）について、活

用を推進します。 

 

（７）情報の提供、手続きのスマート化 

鉱業権者が、現況調査及び保安規程の見直し作業を行うに際し

て、有用な災害・事故情報及びリスク低減対策等の情報の提供に努

めます。情報の提供は、経済産業省及び中国四国産業保安監督部四

国支部のホームページ、電子メール等並びに保安検査等により実施

します。 

また、鉱山保安手続きのスマート化（保安ネット）について、活

用を推進します。 

 

 







































































































































































































令和６年４月１７日 

各鉱山（製錬所） あて 

中国四国産業保安監督部四国支部鉱山保安課長 

デジタル原則を踏まえた鉱山保安法等の適用に係る解釈の明確化等につい

て（周知） 

日頃より、鉱山保安行政の推進に多大なる御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

令和３年１１月、デジタル改革、規制緩和、行政改革に係る横断的課題を一体的に検

討し実行することにより、国や地方の制度・システム等の構造改革を早急に進め、個

人や事業者が新たな付加価値を創出しやすい社会とすることを目的としてデジタル臨

時行政調査会（会長：内閣総理大臣。以下「調査会」という。）が発足しました。 

令和４年６月、調査会は、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（以下

「一括見直しプラン」という。）を策定し、７項目のアナログ規制（目視規制、定期検

査・点検規制、実地監査規制、常駐・専任規制、書面掲示規制、対面講 習規制、往訪

閲覧・縦覧規制）等に関する法令約１万条項について、点検・見直しを行うこととし、

同年１２月にはこれら規制等に係る法令の見直しに向けた工程表、令和５年５月には

告示等の見直し方針が策定されました。 

これを受けて、鉱山保安法関係の各項目の取扱いについて、別紙のとおり整理され

ましたので周知します。 

以上 

資料６



（別紙） 

 

デジタル原則を踏まえた鉱山保安法等の適用に係る解釈の明確化等について 

 

制定：令和６年３月２６日  

 

経済産業省産業保安グループ 

鉱 山 ・ 火 薬 類 監 理 官 

 

 令和３年 11 月、デジタル改革、規制緩和、行政改革に係る横断的課題を一体的に検討し

実行することにより、国や地方の制度・システム等の構造改革を早急に進め、個人や事業者

が新たな付加価値を創出しやすい社会とすることを目的としてデジタル臨時行政調査会

（会長：内閣総理大臣。以下「調査会」という。）が発足しました。 

 令和４年６月、調査会は、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（以下「一

括見直しプラン」という。）を策定し、７項目のアナログ規制（目視規制、定期検査・点検

規制、実地監査規制、常駐・専任規制、書面掲示規制、対面講習規制、往訪閲覧・縦覧規制）

等に関する法令約１万条項について、点検・見直しを行うこととし、同年 12 月にはこれら

規制等に係る法令の見直しに向けた工程表、令和５年５月には告示等の見直し方針が策定

されました。 

 これを受けて、鉱山保安法関係の各項目の取扱いについて、下記のとおり整理しました。 

 

 （参考） 

 ○デジタル臨時行政調査会の取組 

https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee/ 

 

記 

（１）目視規制について 

 鉱山保安法（昭和２４年法律第７０号）第４７条第１項に掲げる報告徴収については、こ

の条項の規定上、インターネットの利用その他の情報通信技術を利用する方法（以下「イン

ターネット等」という。）など、デジタル技術の活用を通じて行うことを妨げるものではな

い。 

  

（２）常駐専任について 

 鉱山保安法第２２条第１項に掲げる保安統括者の選任については、鉱山の保安を統括管

理する者を選定することを念頭に置いた規定であり、その業務を行うに際して鉱山への常

駐を求めているものではない。 



鉱山保安法第２２条第３項に掲げる保安管理者の選任については、鉱山に常駐する者か

ら選定することを念頭に置いた規定である。この「常駐」については、保安管理者が保安確

保のために十分に鉱山の現場を把握して適時適切に保安活動を遂行するため、常時鉱山に

駐在することを求めたものであるが、鉱山には各々の特殊性があるため、同法第１８条に規

定する現況調査の結果に基づき、デジタル技術も活用しつつ鉱業権者が上述の目的を満足

できるよう保安管理者の常駐の範囲を決め、それを保安規程に記載することは可能である。 

 

（３）書面掲示について 

 鉱山保安法施行規則（平成１６年経済産業省令第９６号）第４４条第１項に掲げる「掲示

その他の手段」とは原則インターネット等によるものとする。なお、鉱山労働者がインター

ネット等を利用する手段を有さない場合やその他適切な周知が図られる場合は、インター

ネット等以外の方法で代替することができる。 

 また、インターネット等を利用する方法により全鉱山労働者にその旨周知する場合、閲覧

にあたりパスワードを付与する等個人情報の保護又は不正利用の防止に努めること。 



  
令和６年７月３日 

 

 

 

各鉱山（製錬所） あて 

 

 

中国四国産業保安監督部四国支部鉱山保安課長 

 

 

 

デジタル原則を踏まえた鉱山保安法等の適用に係る解釈の明確化等につい

て（周知） 

 

 

日頃より、鉱山保安行政の推進に多大なる御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

令和３年１１月、デジタル改革、規制緩和、行政改革に係る横断的課題を一体的に検

討し実行することにより、国や地方の制度・システム等の構造改革を早急に進め、個

人や事業者が新たな付加価値を創出しやすい社会とすることを目的としてデジタル臨

時行政調査会（会長：内閣総理大臣。以下「調査会」という。）が発足しました。 

令和４年６月、調査会は、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（以下

「一括見直しプラン」という。）を策定し、７項目のアナログ規制（目視規制、定期検

査・点検規制、実地監査規制、常駐・専任規制、書面掲示規制、対面講習規制、往訪閲

覧・縦覧規制）等に関する法令約１万条項について、点検・見直しを行うこととし、同

年１２月にはこれら規制等に係る法令の見直しに向けた工程表、令和５年５月には告

示等の見直し方針が策定されました。 

これを受けて、鉱山保安法関係の各項目の取扱いについて、別紙のとおり整理され

ましたので周知します。 

 

 

 

 

以上 



（別紙） 

 

デジタル原則を踏まえた鉱山保安法等の適用に係る解釈の明確化等について 

 

制定：令和６年６月２８日 

  

経済産業省産業保安グループ 鉱山・火薬類監理官 

 

 令和３年１１月、デジタル改革、規制緩和、行政改革に係る横断的課題を一体的に検討し

実行することにより、国や地方の制度・システム等の構造改革を早急に進め、個人や事業者

が新たな付加価値を創出しやすい社会とすることを目的としてデジタル臨時行政調査会

（会長：内閣総理大臣。以下「調査会」という。）が発足しました。 

 令和４年６月、調査会は、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（以下「一

括見直しプラン」という。）を策定し、７項目のアナログ規制（目視規制、定期検査・点検

規制、実地監査規制、常駐・専任規制、書面掲示規制、対面講習規制、往訪閲覧・縦覧規制）

等に関する法令約１万条項について、点検・見直しを行うこととし、同年１２月にはこれら

規制等に係る法令の見直しに向けた工程表、令和５年５月には告示等の見直し方針が策定

されました。 

 これを受けて、鉱山保安法関係の各項目の取扱いについて、下記のとおり整理しました。 

なお、可燃性ガス又は炭じんの存在する石炭坑及び石油坑においてデジタル技術を使用

する場合には、通常の使用状態において爆発の着火源とならない構造とする等、適切な措置

を講じてください。 

 

 （参考） 

 ○デジタル臨時行政調査会の取組 

https://www.digital.go.jp/policies/digital-extraordinary-administrative-research-committee/ 

 

記 

（１）目視規制について 

● 鉱山保安法施行規則（平成十六年経済産業省令第九十六号）第２６条第１号、同条２号、

同条４号、同条５号に掲げる巡視、検査、及び点検については、「巡視」「検査」「点検」

という行為を求めるものであり、ロボット、センシング、ＡＩ等のデジタル技術を活用し、

リスク評価、情報整理、違法性や安全性等の判定を行うことを妨げるものではない。 

 

 

 



● 鉱業上使用する工作物等の技術基準を定める省令（平成十六年経済産業省令第九十七

号）第４０条第２項第２号イ及びハ、同項第８号、同条第３項第７号に掲げる見張人の常

時配置について、「これと同等以上の措置」とは、ロボット、センシング、ＡＩ等の技術

を活用したものであって、見張人による巡視及び検査と同等以上の精度で確認及び判断

ができ、火薬類の存置に重大な影響を及ぼすおそれのある事象を排除し、かつ、緊急時に

必要な通報を速やかに行えるものであることとする。 

 なお、当該技術の活用に起因して、火薬類が爆発し又は発火することがないよう適切な

措置を講ずること。 

 

（２）常駐専任について 

● 鉱山保安法（昭和二十四年法律第七十号）第２６条第１項に掲げる作業監督者の選任に

ついては、経済産業省令で定める作業の区分ごとに、経済産業省令で定める資格を有する

者のうちからその作業を監督する者を選任することを念頭に置いた規定である。このた

め、カメラ、センシング等のデジタル技術も活用する等しつつ、複数作業区分を兼任する

ことを妨げるものではない。 

 

（３）定期検査について 

● 鉱山保安法施行規則第１８条第１７号に掲げる測定、第２６条第１号に掲げる検査及

び測定、同条第３号に掲げる点検、第２９条第１項第１６号に掲げる測定、同項第１６号

の２に掲げる測定（電離放射線障害防止規則（昭和四十七年労働省令第四十一号）第２２

条第２項の放射性物質取扱作業室における空気中の放射性物質の濃度の測定を除く。）、

同項第１７号に掲げる測定、同項第１８号に掲げる測定、同項第１９号に掲げる測定（電

離放射線障害防止規則第２２条第２項の放射性物質取扱作業室における空気中の放射性

物質の濃度の測定を除く。）、第３４条第２項に掲げる定期検査については、従来の検査、

測定及び点検と同等以上の精度であればロボット、センシング、ＡＩ等のデジタル技術の

活用を妨げない。 

また、鉱山保安法施行規則第１８条第１７号に掲げる測定、第２１条第１項第３号に掲

げる測定、第２６条第１号に掲げる検査及び測定、同条第３号に掲げる点検、第２９条第

１項第１８号に掲げる測定、同項第１９号に掲げる測定については、保安のため必要があ

るときに実施するものであり、必ずしも特定の期間及び頻度で実施することを求めるも

のではない。ただし、具体的な測定の時期やそれが保安の確保のために十分である理由等

について保安規程に規定すること。 



令 和６年１ ０月８日 

各鉱山 あて 

中国四国産業保安監督部四国支部長

鉱山における発破作業時等の落雷による災害発生防止について（注意喚起） 

平素は、経済産業省の鉱山・火薬類に係る保安政策に対しまして、御理解と御協力を賜

り、厚く御礼申し上げます。 

さて、本年７月、露天採掘場での発破現場において、電気雷管の導爆線への接続等を担

当した発破作業員の退避中に、おりからの落雷によって当該火薬類が起爆する事案が発生

しました。本件による人的被害は発生しておりませんが、発破作業員が予定された退避場

所に到着する前に起爆したものであることから、重大な災害に繋がる恐れのあった事案と

考えます。 

本年は、関東地方を中心に落雷件数が増加しているとの報告もありますが、日頃からの

発破時における落雷への備えは、重大災害防止の観点から重要かつ不可欠です。 

関係各位におかれては、別紙の鉱山保安法関連規定等を参考にしつつ、落雷対策として

必要な安全対策が講じられているか、当該安全対策が適切かつ確実に実施されているかに

ついて、あらためて御確認いただき、落雷による災害発生防止のための安全対策の確実な

実施に万全を期していただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

なお、鉱山保安法施行規則では、発破作業において異常爆発の防止並びに発破作業者及

び周辺への危害を防止するための措置等（鉱山保安法施行規則第 13 条第 5号及び第 6

号）を求めるとともに、関連する火薬類取締法施行規則においても落雷の危険があるとき

は、電気雷管又は電気導火線に係る作業を中止する等の適切な措置を講ずること（火薬類

取締法施行規則第 51 条第 11 号）が規定されており、火薬類取締法令の解説（日本火薬工

業会編）においても「ラジオや雷警報器等による雷発生の把握、電気雷管及び電気導火線

に係る作業の中止、安全な場所への退避等、適切な措置をとることと」されています。 

添付書類 

鉱山保安法令等における発破作業等の異常爆発の防止等に関する規定〈抜粋〉 

・・・・・１部

（鉱山保安課主管） 

資料７



 

 

（別紙）鉱山保安法令等における発破作業等の異常爆発の防止等に関する規定〈抜粋〉 

 

○鉱山保安法施行規則 

（火薬類の取扱い） 

第十三条 法第五条第一項の規定に基づき、火薬類の取扱いについて鉱業権者が講ずべき

措置は、次に掲げるものとする。 

一～四 （略） 

五 火薬類を受渡し、存置し、運搬し、又は発破するときは、暴発、紛失及び盗難を防

止するための措置を講ずること。 

六 発破作業を行うときは、前号の規定によるほか、異常爆発の防止並びに発破作業者

及び周辺への危害を防止するための措置を講ずること。 

七・八 （略） 

 

○鉱業権者が講ずべき措置事例 

第１１章 火薬類の取扱い 

１～６ （略） 

７ 鉱山保安法施行規則第１３条第５号に規定する「暴発を防止するための措置」とは、

次のとおり。 

（１）～（６） （略） 

（７）発破のときの措置 

１）全般に係る措置 

・摩擦、衝撃、静電気等に対して安全な装てん器具を使用して火薬類を装てんする。 

・坑外作業場等であって、電気発破回路に雷等による誘導電流が生じる危険があるとき

は、点火器に接続する側の端は開路させておく。この場合において、裸充電部が存在

し、又は迷走電流が存在する可能性のある箇所においては、点火器に接続する側の端

は絶縁物で被覆する。 

 ２）・３） （略） 

８～１０ （略） 

１１ 鉱山保安法施行規則第１３条第６号に規定する「発破作業者及び周辺への危害を防

止するための措置」とは、次のとおり。 

（１）～（２） 

（３）発破するときの措置 

・ガス導管内に爆発性ガスを充てんするときは、鉱山労働者が安全な場所に退避したこと

を確認した後、安全な箇所で充てんを行う。 

・発破をするときの退避箇所並びに電気点火法又はガス導管点火法による点火箇所及び電

気発破回路の導通試験（１mA以下の光電池を利用した導通試験器を用いる場合を除

く。）箇所は、安全な位置又は安全な構造とする。 

・危険区域への通路へ見張人を配置し、関係人以外の者の立入を禁止する。 



 

 

なお、発破により貫通するときは、その向こう側の坑道についても同様の措置を講ず

る。 

・付近の者に発破する箇所を知ることができるよう警告し、かつ、危険がないことを確認

した後に点火する。 

・発破のため、飛石又は転石の危険のあるときは、適正な装薬量とするほか、適当な防護

施設を設置し、又は立入禁止区域を設定し、かつ、見張人を配置し、警標を掲げる等の

措置を講ずる。 

・装てんした火薬類を点火しないで交替者に引き継ぐときは、当該装てん箇所で行う。た

だし、当該装てん箇所で引き継ぐことができないときの措置は、次のとおり。 

(1)関係者以外の者の立入を禁止する。 

(2)電気点火法によるときは、発破母線と電気雷管の脚線を取り外し、かつ、それぞれ

の脚線の両端をねじ合わせる。 

(3)金属鉱山等におけるガス導管点火法によるときで爆発性ガスの充てんを終了した後

にあっては、ガス導管内の爆発性ガスを不活性ガスで完全に置換する。 

(4)火薬類の装てん状況を示した書面を作成する。 

・石油坑の坑内において、石油若しくは可燃性ガスが存在し危険のあるときは、火薬類を

使用しない。 

１２・１３ （略） 

 

（参考）火薬類取締法令等における主な規定等（火薬類の消費に係る落雷対策関係） 

 

○火薬類取締法施行規則 

（火薬類の取扱い） 

第五十一条消費場所において火薬類を取り扱う場合には、次の各号の規定を守らなければ

ならない。 

 一～十 （略） 

十一 落雷の危険があるときは、電気雷管又は電気導火線に係る作業を中止する等の適

切な措置を講ずること。 

 十二～十八 （略） 

 

○火薬類取締法令の解説（日本火薬工業会資料編集部編） 

＜ 火薬類取締法施行規則逐条解説 ＞ 

第五十一条第十一号 

 電気発破の作業中に消費場所付近に落雷があった場合は、その強大な雷電流に感応し

て、電気雷管の点火回路に相当量の電流が流れて爆発することがある。 

 したがって、ラジオや雷警報器等を用意し、雷の発生をいちはやく知り、雷の遠いうち

に作業を中止し、安全な場所に退避する。この場合は発破器と発破母線との接続を外して

おくこと。 

 



 

資料８ 

 

 

保安図の提出について 

 

＜＜提出に当たってのお願い＞＞ 

最近、保安図の記載内容について、鉱山の施設等の記載が不十分な鉱山があります。 

提出前に下記事項が記載されているかどうか確認をお願いします。 

・縮尺及び方位 

・平面図、断面図、前年度の採掘場所を明示 

・露天採掘場、選鉱場、砕鉱場 

・捨石、鉱さい、沈殿物の集積場、鉱業廃棄物の埋立場、埋戻し区域 

・坑水、排水の処理施設（沈澱池）及び排出口 

・燃料油貯蔵所、燃料給油所、油脂類、毒劇物その他危険物の貯蔵所 

・消火器 

・鉱山道路 

・変電設備、鉱山事務所 

 

※次項に基本的なJIS記号を示しましたので、これらの施設はJIS記号で記載お願いします。 

※鉱山保安法に基づく提出文書となりますので、送付状の見本も添付します。 

宛先は中国四国産業保安監督部長です、四国支部長ではありません。印はいりません。 

  



 

 

    保安図の鉱山記号は「ＪＩＳ Ｍ０１０１－１９７８」に則り記すこと 

 

－参考－ 

消火器 ▲（赤） 

坑内事務所 

※鉱山事務所も兼ねる 
ｏｆ 

火薬類取扱所 ＥＤＳ 

火薬類貯蔵所 ＥＳ 

油脂類貯蔵所 ＯＳ 

坑水 又は 廃水の排水口 ＥＰ 

燃料貯蔵所 ＦＳ 

燃料給油所 ＦＦ 

坑廃水処理施設 ＷＴ 

 

 

 

 

 

  



 

  年  月  日 

 

 

 中国四国産業保安監督部長 殿 

 

鉱業権者名 

 

 

 

保安図提出について 

 

 鉱山保安法第４２条の規定に基づき、○○鉱山の保安図について別添のとおり届け出ます。 

 

 

 

備考：１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

 

・・・・・・・・・・変更がない場合はこちらの様式でお願いします・・・・・・・・・・・ 

  年  月  日 

 

 

 中国四国産業保安監督部長 殿 

 

 

鉱業権者名 

 

 

保安図提出について 

 

 鉱山保安法施行規則第４７条第１項の規定に基づき、○○鉱山の保安図について変更がない旨を

申し出ます。 

 

 

 

 

備考：１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 




